
グループホームみやざわ苑 利用料金表 （令和４年１０月１日適用） 

 

１． 基本サービス費（（介護保険給付の自己負担分 ※高額介護サービス費に該当することがあります。） 

１割負担のかたは、下表の「１日の単位」 ×１（円）です。 

２割負担のかたは、   〃       ×２（円） 〃 。 

３割負担のかたは、   〃      ×３（円） 〃 。 

通
常
利
用 

要介護度 １日の単位  

短
期
利
用 

要介護度 １日の単位 

要支援２ ７４８円  要支援２ ７７６円 

要介護１ ７５２円  要介護１ ７８０円 

要介護２ ７８７円  要介護２ ８１６円 

要介護３ ８１１円  要介護３ ８４０円 

要介護４ ８２７円  要介護４ ８５７円 

要介護５ ８４４円  要介護５ ８７３円 

  ※令和 3年９月３０までの間は、上記１日の単位内０．１％を加えた単位を算定 

 

２． サービス提供体制及び入居者の状況により上記サービス費用に加算される金額 

（介護保険給付の自己負担分 ※高額介護サービス費に該当することがあります。） 

１割負担のかたは、下表の「１日の単位」 ×１（円）です。  

２割負担のかたは、 〃  ×２（円）です。 

３割負担のかたは、 〃  ×３（円）です。 

区 分 
1日の 

単位 
要件等 

入院時費用 ２４６ 入院した場合（１か月に６日を限度） 

夜間支援体制加算Ⅱ ２５ 
夜間及び深夜の時間帯を通じて基準を超える介護職

員を配置するか、宿直者を 1名配置 

認知症行動・心理症状緊急対応

加算（７日限度） 
２００ 

認知症の行動・心理症状があって在宅生活が困難のた

め、緊急に入居が適当と医師が判断したかたに対し、

サービスを提供した場合 

若年性認知症利用者受入加算 １２０ 
若年性認知症のかたを個別の担当者を定めて本人や

家族の希望を踏まえた介護サービスを提供 

看取り介護加算Ⅰ（死亡日以前

３１日以上４５日以下） 
７２ 

医師が回復の見込みがないと診断したかたに対し、本

人又は家族の同意を得て看取り介護を行った場合（退

所翌月に死亡の場合、死亡月に入居の実績が無くても

算定ルール上、一部負担を請求することがあります） 

看取り介護加算Ⅱ（死亡日以前

４日以上３０日以下） 
１４４ 〃 

看取り介護加算Ⅲ（死亡日の前

日及び前々日） 
６８０ 〃 

看取り介護加算Ⅳ（死亡日） １，２８０ 〃 

初期加算 ３０ 入居した日から起算して３０日以内 

医療連携体制加算 ３９ 

看護師により 2４時間連絡体制を確保し、日常的な健

康管理や医療機関との連絡調整が行われ、また、看取

りの指針を整備して、その内容を入居者やその家族に

説明した上で、同意を得た場合 

退居時相談援助加算 
４００ 

（1 回） 

入居期間が１月を超える入居者の退居時に必要な相

談援助を行い、退居後にも、入居者や家族に居宅で居

宅サービスか地域密着型サービスを利用すること必

要な相談援助等を行った場合 

認知症専門ケア加算Ⅰ ３ 

入居者総数のうち、認知症の重度のかたが一定割合以

上で、かつ認知症の専門的研修の修了者を 1名以上配

置し専門的な認知症ケアを実施の場合 



認知症専門ケア加算Ⅱ ４ 
認知症専門ケア加算Ⅰの要件に加え、より高度の認知

症の専門的研修の修了者を 1名以上配置した場合 

口腔・栄養スクリーニング加算 

※６か月に１回を限度 

２０ 

(１回) 

口腔の健康状態及び栄養状態について確認を行い、そ

の情報を介護支援専門員と共有した場合  

栄養管理体制加算 
３０ 

（月） 

管理栄養士が、日常的な栄養ケアに係る介護職員への

技術的助言や指導を行った場合 

科学的介護推進体制加算 
４０ 

（月） 

〇入居者ごとの、ＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認

知症の状況その他の入居者の心身の状況等の基本

的な情報を、厚生労働省に提出していること。 

〇必要に応じてサービス計画を見直すなど、サービス

提供に当たって、上記の情報その他のサービスを適

切かつ有効に提供するために必要な情報を活用し

ていること。 

サービス提供体制強化加算Ⅰ 
２２ 

 

以下のいずれかに該当すること 

① 介護職員のうち介護福祉士が７０％以上 

② 勤続１０年以上介護福祉士２５％以上 

サービス提供体制強化加算Ⅱ 
１８ 

 
介護職員のうち介護福祉士が６０％以上 

サービス提供体制強化加算Ⅲ 
６ 

 

以下のいずれかに該当すること 

① 介護職員のうち介護福祉士が５０％以上 

② 常勤職員７５％以上 

③ 勤続７年以上３０％以上 

① 介護職員処遇改善加算Ⅰ 

基準に適合した介護職員の賃金改善等を事業所が実施した場合、

基本サービス費と各種加算（②と③を除く）の合計の１１．１%を

加算  

② 介護職員等特定処遇改善

加算Ⅰ 

基準に適合した介護職員の賃金の改善等を事業所が実施した場

合、基本サービス費と適合するすべての加算（①③を除く）の合

計の３．１％を加算 

③ 介護職員等ベースアップ

等支援加算 

基準に適合した介護職員の賃金の改善等を事業所が実施した場

合、基本サービス費と適合するすべての加算（①と②を除く）の

合計の２．３％を加算 

 

３．生活費 

区分 金額（円） 備考 

居住費（家賃） １月 ４３，６００ 入退居月が月の途中の場合は、1日あたり 1,453 円の日割 

食材料費 １日 １，０００ 提供日数分 

光熱水費 １月 １５，０００ 入退居月が月の途中の場合は、1日あたり 500円の日割 

預り金管理料 １月 ５００  

 

４．その他（希望の場合） 

区分 金額（円） 備考 

紙オムツ類  実費  

医療費   受診医療機関へ実費 

寝具 １日 １０５  

家電用品 

電気使用料 
１日 ５０円 

個人持ち込みで使用する、テレビ・電気毛布・パソコン 

ラジカセ等 

理容代（散髪）  実費  

特別な食事  実費 通常提供する食事以外の特別な食事等 

嗜好品等  実費 菓子類、新聞・雑誌（個人購読用） 

日用品  実費 シャンプー、石鹸、歯ブラシ、洗濯洗剤等 

個人の教養娯楽

又は趣味的活動

等 

 実費 
入居者の希望で教養娯楽として日常生活に必要なものを

施設が提供する場合に係る費用等 



 

 

※入居一時金、保証金、敷金等はありません 

※生活保護受給者の居室料は、生活保護法に基づく住宅扶助額上限額と同額です。 

 

□ 高額介護サービス費 

サービス費用（保険給付の本人負担）の１か月の合計額が一定の上限額を超えた場合には、超えた分

が長岡市への申請により払い戻されます（高額介護サービス費の支給）。 

 

 

 

 

 

 

利用者負担区分 
生活保護受給

者等 

合計所得金額と課

税年金収入額の合

計が 80 万円以下 

市民税非課税

世帯 
一般 

現役並み所得

者 

個人の上限額月 １５，０００円 １５，０００円 ２４，６００円 ４４，４００円 ４４，４００円 


